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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第96期
第１四半期
連結累計期間

第97期
第１四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

営業収益 （百万円） 4,047 3,261 15,767

純営業収益 （百万円） 4,017 3,240 15,647

経常利益 （百万円） 1,002 280 3,025

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 630 101 1,833

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,363 18 2,683

純資産額 （百万円） 42,030 42,616 43,406

総資産額 （百万円） 88,253 82,290 82,756

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 7.67 1.22 22.21

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 7.48 1.19 21.70

自己資本比率 （％） 47.1 51.3 52.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,171 4,438 2,067

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △143 △1,546 △2,796

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,506 △827 △395

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 24,416 18,451 16,493

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　営業収益及び純営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

東洋証券株式会社(E03768)

四半期報告書

 2/32



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行って

おります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、総じて堅調な成長が続きましたが、貿易摩擦や地政学リスク等

により先行きの不透明感が強くなりました。

　日本経済におきましては、企業収益や業況感の改善基調が続くなか労働環境も良好でした。家計では、所得から

支出へ前向きな循環サイクルが働いており、日本経済の緩やかな拡大が示されました。

　このような環境下、国内株式市場において、日経平均株価は期初21,441円57銭で始まりました。米朝首脳会談へ

の期待感などを背景に、海外投資家を中心に買いが膨らんだことで、５月21日には約３カ月半ぶりに23,000円台を

回復する場面がありました。その後は、米中の貿易摩擦問題が意識され先行き不透明感が強まったことから調整含

みとなり、６月末の日経平均株価は22,304円51銭で取引を終了しました。

　米国株式市場において、主要株価指数であるダウ工業株30種平均は期初24,076.60米ドルで始まりました。米中

貿易摩擦問題に対する警戒感の高まりから、方向感が定まりにくく、その影響が比較的軽度とされるハイテク関連

株や小型株への資金流入が目立ちました。ダウ工業30種平均は６月11日に取引時間中の高値25,402.83米ドルまで

上昇しましたが、その後は制裁関税発動を織り込む格好で調整が進み、６月末は23,997.21米ドルで取引を終了し

ました。

　当社が注力している中国・香港株式市場において、主要株価指数であるハンセン指数は期初29,927.88ポイント

で始まりました。５月14日に高値31,592.56ポイントまで上昇しましたが、米中貿易摩擦問題を巡る動きに一喜一

憂する展開が続き、６月中旬まで30,000ポイントから31,500ポイント近辺での方向感に乏しい動きとなりました。

６月後半は米中貿易摩擦を巡る先行き不透明感の強まりでリスクオフの動きが加速しました。中国の弱い経済指標

や米国の利上げペース加速への警戒感、人民元安も投資家心理の重荷となり、６月末は28,955.11ポイントで取引

を終了しました。

　このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間の当社グループの業績は、日本株に加え、米国株、中国株の

取引高が減少したこと等により、営業収益は32億61百万円（前年同四半期比80.5％）、経常利益は２億80百万円

（前年同四半期比27.9％）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億１百万円（前年同四半期比16.0％）になり

ました。

　なお、主な内訳は以下のとおりであります。

①　受入手数料

　受入手数料の合計は19億71百万円（前年同四半期比91.0％）になりました。科目別の概況は以下のとおりであ

ります。

（委託手数料）

　当第１四半期連結累計期間の東証一・二部の１日平均売買代金は２兆9,415億円（前年同四半期比106.6％）に

なりました。当社の国内株式委託売買代金は2,730億円（前年同四半期比92.6％）、外国株式委託売買代金は159

億円（前年同四半期比88.3％）になりました。その結果、当社グループの委託手数料は８億87百万円（前年同四

半期比83.9％）になりました。

（引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料）

　引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は株式の引受高の増加により24百万円（前年同四半期

比398.0％）になりました。

（募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料）

　主に証券投資信託の販売手数料で構成される募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は株式

投資信託の募集金額が214億円（前年同四半期比81.2％）に減少したため５億86百万円（前年同四半期比

84.1％）になりました。

（その他の受入手数料）

　証券投資信託の代行手数料が中心のその他の受入手数料は株式投資信託の預り資産の平均残高が2,174億円

（前年同四半期比107.4％）に増加したため４億73百万円（前年同四半期比116.9％）になりました。

②　トレーディング損益
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　トレーディング損益は米国株の売買代金の減少等により株券等が７億55百万円（前年同四半期比87.5％）、仕

組債の販売額の増加等により債券等が２億20百万円（前年同四半期比161.0％）、外国債券の償還や中国株取引

に係る為替手数料の減少等によりその他が２億17百万円（前年同四半期比26.9％）で合計11億92百万円（前年同

四半期比66.0％）になりました。

③　金融収支

　金融収益は受取利息の増加等により97百万円（前年同四半期比126.0％）、金融費用は信用取引費用の減少等

により21百万円（前年同四半期比69.8％）で差引金融収支は75百万円（前年同四半期比162.6％）になりまし

た。

④　販売費・一般管理費

　販売費・一般管理費は、基幹システムの移行の決定により昨年７月から現行基幹システムの耐用年数を短縮し

たため、減価償却費が増加し４億52百万円（前年同四半期比182.1％）となったものの、業績悪化による賞与引

当金繰入額の減少等により人件費が13億99百万円（前年同四半期比87.8％）、TVCM放映料の減少等により取引関

係費が４億10百万円（前年同四半期比87.9％）となったため合計で32億47百万円（前年同四半期比99.2％）にな

りました。

　なお、現行基幹システムの耐用年数の短縮に伴い、従来の方法に比べて減価償却費が２億33百万円増加してお

ります。

⑤　営業外損益

　営業外収益は投資有価証券配当金の増加等により３億13百万円（前年同四半期比120.8％）、営業外費用は子

会社の為替差損の増加等により26百万円（前年同四半期比875.1％）で差引損益は２億87百万円（前年同四半期

比111.9％）になりました。

⑥　特別損益

　特別利益は金融商品取引責任準備金戻入により１百万円（前年同四半期比15.1％）、特別損失は減損損失によ

り27百万円（前年同四半期は特別損失の計上はありません）で差引損益は25百万円の損失（前年同四半期は10百

万円の利益）になりました。

⑦　資産の状況

　資産合計は822億90百万円と前連結会計年度末に比べ４億66百万円の減少になりました。主な要因は、現金・

預金が34億65百万円増加したものの、信用取引貸付金が14億54百万円、短期貸付金が13億２百万円、立替金が８

億58百万円減少したことによるものであります。

⑧　負債の状況

　負債合計は396億73百万円と前連結会計年度末に比べ３億23百万円の増加になりました。主な要因は、未払法

人税等が９億21百万円減少したものの、その他の預り金が18億86百万円増加したことによるものであります。

⑨　純資産の状況

　純資産合計は426億16百万円と前連結会計年度末に比べ７億89百万円の減少になりました。主な要因は、利益

剰余金が７億25百万円減少したことによるものであります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は184億51百万円と前年同四半期末に比

べ59億64百万円の減少になりました

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、顧客分別金信託の増減額２億86百万円（前年同四半期比31億25百万円の

増加）、営業貸付金の増減額13億２百万円（前年同四半期比12億78百万円の増加）、立替金及び預り金の増減額23

億56百万円（前年同四半期比25億８百万円の減少）、税金等調整前四半期純利益２億54百万円（前年同四半期比７

億58百万円の減少）等により44億38百万円（前年同四半期比12億66百万円の増加）になりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出△13億96百万円（前年同四半期は定期預金の

預入による支出の計上はありません）等により△15億46百万円（前年同四半期比14億２百万円の減少）になりまし

た。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額が前年同四半期と比べ40億円減少したこと等によ

り△８億27百万円（前年同四半期比43億34百万円の減少）になりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

　なお、当社は平成29年11月27日開催の取締役会において財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本方針（以下「基本方針」という。）を決議しており、その内容の概要等（会社法施行規則第118条第３号に

掲げる事項）は次のとおりであります。

①　基本方針の内容の概要

　当社は、「人」と「人」とのつながりを大切にする精神のもと、経営理念に基づいたお客さま本位の質の高い

金融サービスで社会に貢献することによって事業拡大を図るビジネスモデルにより、当社グループの企業価値等

の持続的な確保、向上が図られるものであり、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、このよ

うなビジネスモデルを実現することを可能とするものが望ましいと考えております。

　もっとも、当社は、当社株式について大量買付行為がなされる場合、このことが当社グループの企業価値等の

向上に資するものであれば、これを否定するものではなく、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、

最終的には当社の株主のみなさまの意思に基づき決定されるべきものであると考えております。

　しかしながら、大量買付者の中には、不適切な手段により株価をつり上げて高値で株式を会社に引き取らせる

行為などにより大量買付者（及びその関係者）の利益のみを追求する者や、短期的なＲＯＥ向上を追求するあま

りお客さまの資産を毀損することも顧みないようなお客さま本位の経営に背く業務運営を積極的に推し進める者

など、当社グループの企業価値等を毀損する者の存在も否定できません。

　当社は、このような当社グループの企業価値等に対する侵害行為を容認することはできません。

　こうした状況を踏まえ、当社は、大量買付行為が行われる際に、株主のみなさまに当該大量買付行為に応じる

か否かを適切にご判断いただくために必要かつ十分な時間及び情報を確保・提供するための、大量買付ルールを

制定いたしました。

　なお、当該大量買付ルールは、大量買付者等の株式持分を希釈化するために株式や新株予約権の割当てを行う

など対抗措置のあるいわゆる買収防衛策ではございません。

 

②　基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

イ　中期的経営ビジョン・戦略骨子等

　当社グループは、「真にお客さま本位の経営で世代を超えて信頼され、資産運用・資産形成のアドバイザーと

して選ばれるスーパー・リージョナル（地域密着型）・リテール証券会社」を目指し、お客さま本位の経営を更

に深化させ、持続的に成長し続けるビジネスモデルを確立してまいります。

　中期経営計画「もっとTO YOU ING計画」（３か年計画）においては、重点項目（①お客さま本位の経営姿勢の

深化、②オペレーショナル・エクセレンスの推進、③人材基盤の強化）について各種の施策を講じ、顧客基盤の

拡充・企業価値向上を図ります。

ロ　コーポレート・ガバナンス体制の強化

　当社は、投資家と金融商品取引市場を仲介する金融商品取引業者としての社会的責任を常に認識し、企業価値

の増大・最大化を通じてステークホルダーの満足度を高めることを目指すとともに、法令遵守の徹底、経営の健

全性と透明性を確保する観点からコーポレート・ガバナンスが有効に機能する体制を整備しております。

ハ　大量買付ルール

　大量買付ルールは、当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の大量買付者及び大量買付

者の特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けを行おうとする場合等において、大量買付

者に対して情報提供を求めるとともに、株主のみなさまに判断する機会を確保・提供するための手続を定めてお

ります。その概要は以下のとおりです。

　大量買付者は、大量買付行為に先立ち、当社取締役会に対して、当該大量買付者が大量買付行為に際して大量

買付ルールに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した意向表明書を提出し、当社取締役会は、その受領

後10営業日以内に、大量買付者に対し詳しい大量買付情報の提供を求めます。当社取締役会は、大量買付者から

提供された情報等に基づき、大量買付者による大量買付行為が、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するも

のか否かを評価します。評価期間は60営業日以内または90営業日以内で当社取締役会が設定・公表します。大量

買付者は、意向表明書の提出後、取締役会評価期間が満了するまでは、大量買付行為を開始することができませ

ん。当社取締役会は、大量買付者から受領した情報ならびに大量買付行為の評価の結果・理由及び株主のみなさ

まが大量買付行為に応じるか否かを適切に判断するために有益と考えられる情報について、適宜、開示いたしま

す。大量買付ルールの有効期間は平成29年11月27日から３年間です。有効期間内であっても、当社取締役会にお

いて、法令等の改正や判例の動向等を考慮して、大量買付ルールを随時、見直しまたは廃止でき、その場合に

は、法令等及び金融商品取引所規則に従って、適時適切な開示を行います。
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③　当社の取組みに関する取締役会の判断及びその理由

　当社の取締役会は、上記に述べた当社の取組みが、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保

し、大量買付行為が行われる際には、株主のみなさまに当該大量買付行為に応じるか否かを適切にご判断いただ

くための必要かつ十分な時間・情報を確保することを目的とするものであって、上記の基本方針に沿うものであ

り、株主共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しておりま

す。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(6）従業員数

　著しい増減はありません。

 

(7）生産、受注及び販売の実績

　当社グループの主たる事業区分は、「投資・金融サービス業」という単一の事業セグメントに属しており、当該

箇所において記載できる情報がないことから、当該業務の収益の状況等については、「(1）財政状態及び経営成績

の状況」に含めて記載しております。

 

(8）主要な設備

　著しい変更はありません。

 

(9）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループの営業収益は、中核事業が金融商品取引業であることから国内外の金融商品取引市場の変動に大き

く影響を受けるため、不安定な状況にあります。そのため、現在、投資信託の販売に注力することにより預り資産

残高を増やし、ストックからの安定的収益が確保できるよう収益構造の改革に取り組んでおります。

　また、当社グループの四半期連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成しております。当社グループは、特に重要な判断と見積りを伴う以下の会計方針が、四半期連結財務諸表の

作成に大きな影響を及ぼすと考えております。

 

①　貸倒引当金

　当社グループは、顧客との取引により発生する債権等の回収不能見込額について、貸倒引当金を計上しており

ます。債務者の財政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合は、追加引当が必要となる可能性があります。

　なお、当第１四半期連結会計期間末現在、貸倒引当金を２億９百万円計上しております。

 

②　有価証券

　当社グループは、持続的な成長及び企業価値向上の観点から、取引先との中長期的・安定的な取引関係の構

築・維持もしくは強化または事業の円滑な推進に資する場合に、他社が発行する株式を政策保有株式として保有

しております。株式は流通価格の下落や発行会社の財政状態の悪化等により投資価値が下落することがありま

す。当社グループは、投資価値の下落が一時的ではないと判断した場合、所定のルールに従い、有価証券の減損

損失をすることにしております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、有価証券の減損損失の計上はありません。

 

③　繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産について、将来の課税所得及び実現性の高い税務計画を検討し、回収可能性が

高いと認められる金額について計上しております。ただし、回収可能性の判断に変更が生じた場合には、計上し

た繰延税金資産の全部または一部について取崩しを行い法人税等調整額を計上することとなります。

　なお、当第１四半期連結会計期間末現在、繰延税金資産を３億90百万円認識しております。
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④　年金給付費用

　当社は、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を設けております。

　確定給付企業年金制度における従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて

算出しております。これらの前提条件には、割引率、予想昇給率、退職率、直近の統計数値に基づいて算出する

死亡率及び年金資産の長期期待運用収益率等が含まれます。割引率は、退職給付の支払見込期間及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率により算出しており、長期期待運用収益率は、年金資産が投資さ

れている資産の長期期待運用収益率に基づいて計算しております。実際の結果が前提条件と異なる場合、その影

響は退職給付に係る調整累計額を通して純資産を増減させることとなります。

　また、当第１四半期連結累計期間は数理計算上の差異において有利差異が発生しており、当該有利差異の償却

が勤務費用及び利息費用を上回っていることから、営業外収益を52百万円計上しております。

　なお、当第１四半期連結会計期間末現在、退職給付に係る資産を17億67百万円計上しております。

 

(10）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが、預り金の増加、信用取引資産の減少等に

より44億38百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが、定期預金の預入等により15億46百万円の支

出、財務活動によるキャッシュ・フローが、配当金の支払等により８億27百万円の支出となりました。

　この結果、当社グループの現金及び現金同等物の四半期末残高は前連結会計年度末に比べ19億57百万円増加の

184億51百万円となり、十分に資金の流動性が確保されております。

　また、不測の事態に備えるため、当社は取引銀行11行それぞれと当座貸越契約、取引銀行５行からなる協調融

資団及び取引銀行２行それぞれと貸出コミットメント契約を締結しており、連結子会社は取引銀行１行と当座貸

越契約を締結しております。このほか、緊急時対応についてもコンティンジェンシープランを策定し、全社的な

緊急時対応体制を構築しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 316,000,000

計 316,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 87,355,253 87,355,253
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は1,000株であり

ます。

計 87,355,253 87,355,253 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成30年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 87,355,253 － 13,494 － 9,650

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 4,648,000
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　　82,168,000 82,168 同上

単元未満株式 普通株式　　　 539,253 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 87,355,253 － －

総株主の議決権 － 82,168 －

（注）　「単元未満株式数」には、当社所有の自己株式480株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

東洋証券株式会社

東京都中央区八丁堀

４丁目７－１
4,648,000 － 4,648,000 5.32

計 － 4,648,000 － 4,648,000 5.32

（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１

個）あります。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれており

ます。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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３【業務の状況】

(1）受入手数料の内訳

期別 区分
株券
(百万円)

債券
(百万円)

受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

委託手数料 985 0 27 － 1,014

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料
1 5 － － 6

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
0 1 695 － 696

その他の受入手数料 24 0 343 33 401

計 1,011 7 1,067 33 2,118

当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

委託手数料 829 0 17 － 847

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料
22 1 － － 24

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
－ 2 583 － 586

その他の受入手数料 30 0 386 55 472

計 882 5 988 55 1,930

 

(2）トレーディング損益の内訳

区分

前第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

株券等 862 0 862 755 0 755

債券等 138 △2 136 227 △7 220

その他 805 0 806 208 8 217

計 1,806 △1 1,805 1,191 1 1,192
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(3）自己資本規制比率

区分
前第１四半期会計期間
（平成29年６月30日）

当第１四半期会計期間
（平成30年６月30日）

基本的項目（百万円）  (A) 36,239 36,845

補完的項目

その他有価証券評価差額金

（評価益）等（百万円）
 5,073 5,150

金融商品取引責任準備金等

（百万円）
 131 129

一般貸倒引当金（百万円）  2 2

計（百万円） (B) 5,206 5,281

控除資産（百万円）  (C) 8,864 8,078

固定化されていない

自己資本（百万円）
(A)＋(B)－(C) (D) 32,582 34,049

リスク相当額

市場リスク相当額（百万円）  1,891 1,892

取引先リスク相当額（百万円）  499 585

基礎的リスク相当額（百万円）  2,787 2,910

計（百万円） (E) 5,177 5,387

自己資本規制比率（％） (D)／(E)×100  629.3 632.0

（注）　市場リスク相当額の月末平均額は前第１四半期累計期間1,785百万円、当第１四半期累計期間1,928百万円、月

末最大額は前第１四半期累計期間1,891百万円、当第１四半期累計期間1,974百万円、取引先リスク相当額の月末

平均額は前第１四半期累計期間488百万円、当第１四半期累計期間567百万円、月末最大額は前第１四半期累計期

間499百万円、当第１四半期累計期間585百万円であります。

 

(4）有価証券の売買等業務の状況

①　株券（先物取引を除く）

期別

受託 自己 合計

株数
（千株）

金額
（百万円）

株数
（千株）

金額
（百万円）

株数
（千株）

金額
（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

512,235 312,733 6,686 55,926 518,921 368,660

当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

358,119 288,984 4,540 49,123 362,660 338,108

 

②　債券（先物取引を除く）

期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

858 2,546 3,405

当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

830 3,283 4,114
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③　受益証券

期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

13,245 23,799 37,045

当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

11,548 20,669 32,217

 

④　株式先物取引等

期別
先物取引 オプション取引

合計
（百万円）

受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

－ 46,714 211 3,668 50,593

当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

－ 18,747 － 4,034 22,781

 

⑤　債券先物取引等

期別
先物取引 オプション取引

合計
（百万円）

受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

－ 4,378,656 － 57,096 4,435,753

当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

－ 3,916,248 － 36,311 3,952,559

 

(5）有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱

い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（注）１　引受高には、特定投資家向け売付け勧誘等の総額を含みます。

２　募集・売出しの取扱高には、売出高、特定投資家向け売付け勧誘等の取扱高及び私募の取扱高を含みま

す。

①　株券

期別 引受高（百万円） 募集・売出しの取扱高（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

10 12

当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

592 614
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②　債券

期別 区分 引受高（百万円） 募集・売出しの取扱高（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

国債 － 263

地方債 1,750 －

特殊債 － －

社債 1,300 1,300

外国債券 － 6,920

合計 3,050 8,484

当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

国債 － 562

地方債 1,850 －

特殊債 － －

社債 625 625

外国債券 － 4,192

合計 2,475 5,379

 

③　受益証券

期別 引受高（百万円） 募集・売出しの取扱高（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

－ 116,871

当第１四半期累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

－ 98,118
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）並びに同規則第61条及び第82条の規定に基づき、「金融商品

取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」

（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金・預金 ※１ 19,673 ※１ 23,139

預託金 21,482 21,314

顧客分別金信託 21,454 21,286

その他の預託金 28 28

トレーディング商品 1,002 1,103

商品有価証券等 998 1,092

デリバティブ取引 4 10

約定見返勘定 12 72

信用取引資産 15,269 13,837

信用取引貸付金 14,679 13,225

信用取引借証券担保金 589 612

立替金 2,349 1,490

短期差入保証金 1,002 1,002

短期貸付金 2,447 1,144

未収収益 535 585

未収還付法人税等 － 32

その他の流動資産 176 171

貸倒引当金 △2 △2

流動資産計 63,948 63,892

固定資産   

有形固定資産 ※１ 1,105 ※１ 1,110

建物（純額） 520 515

器具備品(純額) 218 228

土地 360 360

リース資産（純額） 6 6

無形固定資産 1,380 974

ソフトウエア 1,291 885

その他 89 89

投資その他の資産 16,321 16,312

投資有価証券 ※１ 12,159 ※１ 12,126

長期差入保証金 2,199 2,189

退職給付に係る資産 1,735 1,767

繰延税金資産 18 18

その他 417 418

貸倒引当金 △207 △207

固定資産計 18,808 18,397

資産合計 82,756 82,290
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

信用取引負債 4,132 4,132

信用取引借入金 ※１ 3,183 ※１ 3,115

信用取引貸証券受入金 948 1,017

有価証券担保借入金 363 296

有価証券貸借取引受入金 363 296

預り金 20,595 22,212

顧客からの預り金 18,158 17,887

募集等受入金 161 162

その他の預り金 2,275 4,162

受入保証金 3,179 3,200

短期借入金 ※１ 6,150 ※１ 6,150

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 300 ※１ 300

リース債務 1 1

未払法人税等 974 52

賞与引当金 586 140

その他の流動負債 663 681

流動負債計 36,946 37,167

固定負債   

リース債務 5 5

繰延税金負債 1,977 2,078

資産除去債務 183 185

その他の固定負債 107 108

固定負債計 2,273 2,377

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 ※４ 131 ※４ 129

特別法上の準備金計 131 129

負債合計 39,350 39,673

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,494 13,494

資本剰余金 9,650 9,650

利益剰余金 16,814 16,088

自己株式 △1,659 △1,659

株主資本合計 38,300 37,574

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,901 4,797

為替換算調整勘定 △517 △452

退職給付に係る調整累計額 387 344

その他の包括利益累計額合計 4,772 4,689

新株予約権 333 352

純資産合計 43,406 42,616

負債・純資産合計 82,756 82,290
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

営業収益   

受入手数料 2,165 1,971

委託手数料 1,056 887

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の手数料
6 24

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等

の取扱手数料
696 586

その他の受入手数料 405 473

トレーディング損益 1,805 1,192

金融収益 77 97

営業収益計 4,047 3,261

金融費用 30 21

純営業収益 4,017 3,240

販売費・一般管理費   

取引関係費 466 410

人件費 1,592 1,399

不動産関係費 404 443

事務費 435 427

減価償却費 248 452

租税公課 65 55

貸倒引当金繰入額 0 －

その他 56 58

販売費・一般管理費計 3,270 3,247

営業利益 746 △6

営業外収益   

受取家賃 38 38

投資有価証券配当金 146 209

数理計算上の差異償却 63 52

その他 10 12

営業外収益計 259 313

営業外費用   

固定資産除却損 0 0

投資事業組合運用損 2 2

売買差損金 0 0

為替差損 － 23

その他 0 0

営業外費用計 3 26

経常利益 1,002 280
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  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

特別利益   

金融商品取引責任準備金戻入 10 1

特別利益計 10 1

特別損失   

減損損失 － ※１ 27

特別損失計 － 27

税金等調整前四半期純利益 1,013 254

法人税、住民税及び事業税 185 7

法人税等調整額 198 146

法人税等合計 383 153

四半期純利益 630 101

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 630 101

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 797 △104

為替換算調整勘定 △10 65

退職給付に係る調整額 △53 △43

その他の包括利益合計 733 △82

四半期包括利益 1,363 18

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,363 18

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,013 254

減価償却費 248 452

減損損失 － 27

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △297 △446

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △105 △95

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △10 △1

固定資産除却損 0 0

受取利息及び受取配当金 △159 △234

支払利息 11 12

為替差損益（△は益） △20 46

顧客分別金信託の増減額（△は増加） △2,839 286

トレーディング商品の増減額 △249 △101

信用取引資産の増減額（△は増加） 1,024 1,431

信用取引負債の増減額（△は減少） △482 0

有価証券担保借入金の増減額（△は減少） 100 △67

立替金及び預り金の増減額 4,865 2,356

営業貸付金の増減額（△は増加） 24 1,302

受入保証金の増減額（△は減少） 86 20

その他 88 △138

小計 3,299 5,105

利息及び配当金の受取額 151 228

利息の支払額 △12 △12

法人税等の支払額 △267 △883

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,171 4,438

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △1,396

定期預金の払戻による収入 31 10

投資有価証券の取得による支出 － △105

有形及び無形固定資産の取得による支出 △183 △62

その他の収入 7 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △143 △1,546

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,000 －

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

配当金の支払額 △492 △827

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,506 △827

現金及び現金同等物に係る換算差額 14 △106

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,548 1,957

現金及び現金同等物の期首残高 17,867 16,493

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 24,416 ※１ 18,451
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(表示方法の変更)

該当事項はありません。

 

(財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　※１　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　　前連結会計年度（平成30年３月31日）

被担保債務 担保に供している資産

種類
期末残高
（百万円）

預金
（百万円）

有形固定資産
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

計
（百万円）

信用取引借入金 3,183 － － 1,524 1,524

短期借入金 4,150 2,820 317 4,205 7,343

金融機関借入金 4,050 2,820 317 ※3,797 6,935

証券金融会社借入金 100 － － 408 408

１年内返済予定の長期借入金 300 － － － －

計 7,633 2,820 317 5,730 8,867

　（注）１　上記の金額は、連結貸借対照表計上額によっております。なお、被担保債務の金額には無担保の

ものを含んでおりません。

２　上記のほか、信用取引借入金の担保として、信用取引の自己融資見返株券54百万円、為替先物取

引の保証金として、預金20百万円を差し入れております。

※　１年内返済予定の長期借入金に対する担保にも併せて供しております。
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　　当第１四半期連結会計期間（平成30年６月30日）

被担保債務 担保に供している資産

種類
期末残高
（百万円）

預金
（百万円）

有形固定資産
（百万円）

投資有価証券
（百万円）

計
（百万円）

信用取引借入金 3,115 － － 1,510 1,510

短期借入金 3,650 820 289 4,185 5,295

金融機関借入金 3,550 820 289 ※3,760 4,869

証券金融会社借入金 100 － － 425 425

１年内返済予定の長期借入金 300 － － － －

計 7,065 820 289 5,695 6,805

　（注）１　上記の金額は、四半期連結貸借対照表計上額によっております。なお、被担保債務の金額には無

担保のものを含んでおりません。

２　上記のほか、信用取引借入金の担保として、信用取引の自己融資見返株券52百万円、為替先物取

引の保証金として、預金20百万円を差し入れております。

※　１年内返済予定の長期借入金に対する担保にも併せて供しております。

 

　２　担保等として差し入れている有価証券は、次のとおりであります。なお、金額は時価によっております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

信用取引貸証券 957百万円 1,067百万円

信用取引借入金の本担保証券 3,169 3,108

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 360 282

差入保証金代用有価証券 157 153

長期差入保証金代用有価証券 34 30

その他担保として差し入れた有価証券 665 205

顧客分別金信託として信託した有価証券 5 5

（注）※１　担保に供している資産に属するものは除いております。

 

　３　担保等として差し入れを受けた有価証券は、次のとおりであります。なお、金額は時価によっておりま

す。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

信用取引貸付金の本担保証券 13,332百万円 11,697百万円

信用取引借証券 583 617

信用取引受入保証金代用有価証券 17,000 16,170

 

　※４　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、次のとおりであります。

　金融商品取引責任準備金………金融商品取引法第46条の５

 

　５　当社及び連結子会社は運転資金の効率的な調達を行うため、当社は取引銀行11行それぞれと当座貸越契

約、取引銀行５行からなる協調融資団及び取引銀行２行それぞれと貸出コミットメント契約（前連結会計年

度は取引銀行11行それぞれと当座貸越契約、取引銀行５行からなる協調融資団及び取引銀行２行それぞれと

貸出コミットメント契約）を締結しており、連結子会社は取引銀行１行と当座貸越契約（前連結会計年度は

取引銀行１行と当座貸越契約）を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は、次のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
25,483百万円 25,577百万円

借入実行残高 4,500 4,550

差引額 20,983 21,027
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(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

※１　減損損失

前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

本店 基幹システム ソフトウエア 27

合計 27

　当社グループのグルーピングは、当社においては管理会計上で区分した部及び支店をキャッシュ・フローを生

み出す最小単位として捉え、その単位を基礎に、連結子会社においては会社全体を１つの単位として、グルーピ

ングを行っております。また、本店、厚生施設等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことか

ら共用資産としてグルーピングを行っております。

　過年度に移行を決議した基幹システムについては、資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失27百

万円を当第１四半期連結累計期間の特別損失に計上しております。

　上記資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、予想される使用期間が短期である

ため、割引計算は行っておりません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

現金・預金 25,655百万円 23,139百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △1,239 △4,688

現金及び現金同等物 24,416 18,451

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月15日

取締役会
普通株式 492 6 平成29年３月31日 平成29年５月31日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月14日

取締役会
普通株式 827 10 平成30年３月31日 平成30年５月30日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　当社グループの報告セグメントは、「投資・金融サービス業」という単一セグメントであるため、セグメン

ト情報の記載を省略しております。
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(金融商品関係)

前連結会計年度（平成30年３月31日）

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、含まれておりません（（注）２を参照して下さい）。

 
連結貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1）現金・預金 19,673 19,673 －

(2）顧客分別金信託 21,454 21,454 －

(3）商品有価証券等 998 998 －

(4）信用取引貸付金 14,679 14,679 －

(5）短期貸付金 2,447 2,447 －

(6）投資有価証券 11,428 11,428 －

資産計 70,681 70,681 －

(1）信用取引借入金 3,183 3,183 －

(2）顧客からの預り金 18,158 18,158 －

(3）短期借入金 6,150 6,150 －

負債計 27,491 27,491 －

（※）　デリバティブ取引は、（デリバティブ取引関係）の注記を参照して下さい。

 

当第１四半期連結会計期間（平成30年６月30日）

　四半期連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、含まれておりません（（注）２を参照して下さい）。

 
四半期連結

貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1）現金・預金 23,139 23,139 －

(2）顧客分別金信託 21,286 21,286 －

(3）商品有価証券等 1,092 1,092 －

(4）信用取引貸付金 13,225 13,225 －

(5）短期貸付金 1,144 1,144 －

(6）投資有価証券 11,299 11,299 －

資産計 71,188 71,188 －

(1）信用取引借入金 3,115 3,115 －

(2）顧客からの預り金 17,887 17,887 －

(3）短期借入金 6,150 6,150 －

負債計 27,153 27,153 －

（※）　デリバティブ取引は、（デリバティブ取引関係）の注記を参照して下さい。

（注）１　金融商品の時価の算定方法

資産

(1）現金・預金

　預金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっておりま

す。
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(2）顧客分別金信託

　顧客分別金信託については、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

(3）商品有価証券等、(6）投資有価証券

　これらの時価については、株式及び上場投資信託は取引所の価格、債券は外部機関から提示された価格に

よっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）の注記を

参照して下さい。

(4）信用取引貸付金

　信用取引貸付金は、変動金利によるものであり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから当該帳簿価額によっております。

(5）短期貸付金

　短期貸付金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によって

おります。

負債

(1）信用取引借入金

　信用取引借入金は、変動金利によるものであり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから当該帳簿価額によっております。

(2）顧客からの預り金

　顧客からの預り金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額に

よっております。

(3）短期借入金

　短期借入金は、変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため時価は帳簿価額と近似して

いることから当該帳簿価額によっております。

 

　　　２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

　非上場株式 384 384

　投資事業有限責任組合等への出資 346 442

合計 730 826

（※）　非上場株式及び投資事業有限責任組合等への出資については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから「(6）投資有価証券」には含めておりません。
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(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券

　　前連結会計年度（平成30年３月31日）及び当第１四半期連結会計期間（平成30年６月30日）

　　該当事項はありません。

 

２　その他有価証券

　　前連結会計年度（平成30年３月31日）

種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

固定資産に属するもの    

株式 3,432 10,293 6,860

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

固定資産に属するもの    

株式 1,194 1,135 △59

合計 4,627 11,428 6,801

 

　　当第１四半期連結会計期間（平成30年６月30日）

種類
取得原価
（百万円）

四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額
（百万円）

四半期連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

固定資産に属するもの    

株式 3,105 9,939 6,834

四半期連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

固定資産に属するもの    

株式 1,522 1,359 △162

合計 4,627 11,299 6,671
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(デリバティブ取引関係)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　(1）株式関連

前連結会計年度（平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結会計期間（平成30年６月30日）

該当事項はありません。

 

　(2）通貨関連

前連結会計年度（平成30年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市

場

取

引

以

外

の

取

引

為替予約取引     

売建     

米ドル 265 － 0 0

オーストラリアドル 1 － △0 △0

香港ドル 180 － 0 0

人民元 126 － 1 1

タイバーツ 15 － △0 △0

トルコリラ 31 － △0 △0

南アフリカランド 0 － 0 0

買建     

米ドル 204 － 0 0

オーストラリアドル 3 － 0 0

香港ドル 60 － 0 0

人民元 61 － 1 1

タイバーツ 2 － △0 △0

インドルピー 15 － 1 1

トルコリラ 0 － 0 0

合計 － － 4 4

（注）　時価等の算定方法

為替予約取引…みなし決済損益を時価とし、先物為替相場に基づき算定しております。
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当第１四半期連結会計期間（平成30年６月30日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市

場

取

引

以

外

の

取

引

為替予約取引     

売建     

米ドル 476 － △1 △1

オーストラリアドル 13 － △0 △0

香港ドル 119 － 0 0

人民元 373 － 5 5

タイバーツ 8 － 0 0

トルコリラ 4 － 0 0

買建     

米ドル 324 － 0 0

オーストラリアドル 0 － 0 0

香港ドル 258 － 1 1

人民元 137 － 2 2

タイバーツ 1 － 0 0

インドルピー 12 － 0 0

トルコリラ 0 － 0 0

合計 － － 10 10

（注）　時価等の算定方法

為替予約取引…みなし決済損益を時価とし、先物為替相場に基づき算定しております。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 7円67銭 １円22銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 630 101

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
630 101

普通株式の期中平均株式数（株） 82,138,377 82,706,785

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 7円48銭 １円19銭

（算定上の基礎）   

普通株式増加数（株） 2,115,605 1,877,270

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－

 

(重要な後発事象)

（新株予約権の割当て）

　当社は、平成30年７月30日開催の取締役会において、以下のとおり新株予約権の割当てに関して決議いたしま

した。

１　新株予約権の総数

336個（新株予約権１個当たりの目的である株式の数は1,000株）

２　新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割当てる新株予約権の数

当社取締役 ９名 174個

当社執行役員 13名 162個

３　新株予約権の払込金額

新株予約権１個当たり203,000円

（１株当たり203円）

（なお、割当てを受ける者が当社に対して有する報酬請求権と新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺

されます。）

４　新株予約権の割当日

平成30年７月31日
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２【その他】

（剰余金の配当）

　平成30年５月14日開催の取締役会において、剰余金の配当について以下のとおり決議いたしました。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月14日

取締役会
普通株式 827 10 平成30年３月31日 平成30年５月30日 利益剰余金
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月13日

東洋証券株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 熊　木　幸　雄　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 菅　谷　圭　子　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋証券株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋証券株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

                                                                                                   以　上
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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